市町村職員中央研修所等の研修受講経費助成要領

　（目的）
第１条　この要領は、公益財団法人全国市町村研修財団が運営する市町村職員中央研修所及び全国市町村国際文化研修所並びに一般財団法人全国建設研修センター、公益財団法人とちぎ建設技術センター及び地方共同法人日本下水道事業団（以下「研修所」と総称する。）の積極的利用を推進し、県下市町村職員の専門的、実務的資質の向上と国際化対応能力の育成を図るため、研修所の研修受講経費について、助成することを目的とする。
　（助成金の額）
第２条　助成金の額は、次の各号に掲げる研修所の区分に応じてそれぞれ当該各号に掲げる研修受講経費の全額とする。
(1) 市町村職員中央研修所　研修費、研修生活動費及び教材用図書費
(2) 全国市町村国際文化研修所　研修費、食費、研修生活動費及び教材用図書費
(3) 一般財団法人全国建設研修センター　研修会費及び宿泊費（研修会前日の宿泊費を含む。）
(4) 公益財団法人とちぎ建設技術センター　受講料
(5) 地方共同法人日本下水道事業団　受講料
　（助成金の申請）
第３条　市町村の長は、前条第１号、第２号及び第５号に掲げる研修所に係る助成金の申請をしようとするときは、当該研修所の受講決定後速やかに研修受講経費助成申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）に当該研修所の受講決定通知書の写しを添えて理事長に提出しなければならない。
２　市町村の長は、前条第３号及び第４号に掲げる研修所に係る助成金の申請をしようとするときは、当該研修所の受講終了後速やかに、受講月ごとにまとめた申請書に当該研修所の修了証書の写しを添えて理事長に提出しなければならない。
３　市町村の長は、研修受講の取り消し、又は受講者の変更等が生じたときは、直ちに協会に連絡し対応を協議しなければならない。
（助成金の決定等）
第４条　理事長は、前条の申請書を受理したときは速やかにこれを審査し、申請内容が適当と認めたときは、研修受講経費助成決定通知書（様式第２号）を市町村の長に送付するとともに助成金を研修所に払込むものとする。
　（実績報告）
第５条　市町村の長は、研修所（第２条第１号、第２号及び第５号に掲げる研修所に限る。）の研修が終了したときは、当該研修所の修了証書の写しを、研修終了後２０日以内に理事長に提出しなければならない。
　（その他）
第６条　この要領に定めのない事項については、必要に応じ理事長が定める。
附　則
　この要領は平成２４年４月１日から施行する。
附　則
　この要領は平成２６年４月１日から施行する。
附　則
　この要領は平成２７年４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要領は平成２８年４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要領は令和６年４月１日から施行する。
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様式第２号



研修受講経費助成決定通知書


　申請のあった、研修受講経費助成申請については、下記のとおり決定したので通知します。




記



	申請日
	研修所名
	助成決定金額

	
	市町村職員中央研修所
	円

	
	全国市町村国際文化研修所
	円

	
	一般財団法人全国建設研修センター
	円

	
	公益財団法人とちぎ建設技術センター
	円

	
	地方共同法人日本下水道事業団
	円





　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　長　様


公益財団法人栃木県市町村振興協会理事長　　　
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年 月 日 ～ 月 日 円

年 月 日 ～ 月 日 円

年 月 日 ～ 月 日 円

年 月 日 ～ 月 日 円

年 月 日 ～ 月 日 円

年 月 日 ～ 月 日 円

年 月 日 ～ 月 日 円

年 月 日 ～ 月 日 円

年 月 日 ～ 月 日 円

年 月 日 ～ 月 日 円

円

 公益財団法人栃木県市町村振興協会理事長　　様

                      

　　　　　　　　　　　　　　　　　

     

　長　　　印

合　計

様式第１号

受講者

研修所名



市町村職員中央研修所等の研修受講経費助成要領第３条の規定により、下記のとおり申請します。



記

受講期間 受講経費

年　　月　　日

研修受講科目



研修受講経費助成申請書


